
～今月のおすすめ情報～

栃木労働局「今月(1月)のおすすめ情報」を紹介します。

栃木労働局

【掲載場所】
栃木労働局トップページ ＞ 今月のおすすめ情報

局HPのトップページの
ここに掲載しています！

① 業務によってコロナ感染した場合、労災保険給付の対象となります！

② 労働災害増加に歯止めかからず！ 労働災害防止の徹底をお願いします

③ 令和４年・栃木県の最低賃金

〇業務により新型コロナに感染した労働者は、業種、職種を問わず労災保険
給付の対象となります。最寄りの労働基準監督署にご請求ください。

〇「感染経路が特定できない」、「会社からの証明が受けられない」等で
お悩みの方は、労働局又は最寄りの労働基準監督署にご相談ください。

令和3年11月末日現在、労働災害により17名の尊い命が失われており、10月末現在より2名増加、
前年度と比較し８名増加しています。また、休業4日以上の死傷者数は1,941名で10月末より
180名増加しており、死亡災害及び死傷災害ともに増加傾向に歯止がかかっていません。
基本的な安全管理の徹底、リスクアセスメントの実施、全員参加による労働災害の防止への取組
など、労働災害防止に向け一層の対応をお願いします。

特定最低賃金 ※ 1 栃木県内で以下の特定の事業を営む使用者とその事業に使用される労働者(適用除外労働者を
除く)に適用されます。

2  18歳未満または65歳以上の労働者は栃木県最低賃金が適用されます。

効力発生日 2021（令和３）年12月31日 電子部品等製造業 時間額 940 円

塗料製造業 時間額 992 円 自動車・同付属品製造業 時間額 947 円

はん用機械器具製造業 時間額 939 円 計量器等製造業 時間額 940 円

地域別最低賃金 ※栃木県内で事業を営む使用者とその事業に使用される労働者に適用されます。

効力発生日 2021（令和３）年10月1日 栃木県最低賃金 時間額 882 円

注)「各種商品小売業」最低賃金の適用産業の労働者（適用除外労働者を除く）については、
令和3年10月1日以降「栃木県最低賃金（時間額）882円」が適用されています。

※ 最低賃金は作業場に掲示する等の方法で周知が必要です。

④ 事業場内の最低賃金UPを支援～業務改善助成金がさらに使いやすくなります～

業務改善助成金とは、生産性を向上させ、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い
賃金）の引き上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。

８月の使い勝手向上に続き、特例コースの新設によりさらに使いやすくなります！

【生産性向上等に役立つ設備投資等を行う取組に関連する費用も対象になります】

（例）デリバリー用バイクの導入 ＋ 広告宣伝費
テレワーク機器の導入 ＋ 備品等購入費

※対象となる中小企業事業者は、新型コロナウイルス感染症の影響で売上高等が30％以上減少、

令和３年７月16日～12月31日に事業場内最低賃金を30円以上引き上げ等の要件があります。

※受付開始日等は決まり次第、厚生労働省HP上でお知らせします。



⑤ 雇用維持の確保を支援します！

◆ 雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金（休業等による雇用維持）

◆ 産業雇用安定助成金（在籍型出向等による雇用維持）
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業の一時的な縮小を行う企業が、人手
不足などの企業との間で「在籍型出向」を活用して従業員の雇用維持行った場合、
出向中における賃金等経費の一部を出向元・出向先に助成するものです。

令和3年8月1日以降、グループ内企業間での「在籍型出向」について、助成金対象
に追加となりました。

各ハローワーク：https://jsite.mhlw.go.jp/tochigi-roudoukyoku/hw/list.html

職業対策課分室：https://jsite.mhlw.go.jp/tochigi-roudoukyoku/newpage_00074.html

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業活動の縮小を余儀なくされた事業所
で、休業等により雇用維持を図る事業主に対して助成します。

2 業況の再確認（業況特例を利用している場合は、令和４年１月１日以降
売上げ書類等の再提出が必要）

1 特例期間の延長（令和４年３月末まで延長予定）

【出向の送り出し企業や、受け入れ企業に関する情報】
産業雇用安定センター栃木事務所 ： 028-623-6181

【 助成金に関するお問合せ】
各ハローワーク又は職業対策課分室へ

⑥ 複数の企業で働く65歳以上の方の雇用保険加入制度が新設されます

◆雇用保険マルチジョブホルダー制度の新設（令和4年1月開始）
近年の働き方が柔軟化される中で、複数の企業で就労する場合の雇用保険制度が
新設されました。
以下の条件を満たす場合、労働者本人が自身の居住地を管轄するハローワークに
申し出後雇用保険に任意加入できます。

（加入日は本人がハローワークに申し出た日からとなります）

各ハローワーク：https://jsite.mhlw.go.jp/tochigi-roudoukyoku/hw/list.html

過重労働解消キャンペーン期間(11月)の令和3年11月16日に、栃木労働局長が働
き方の見直しに向け、積極的に取り組んでいるベストプラクティス企業として、
ヤマゼンコミュニケイションズ株式会社（所在地：宇都宮市インターパーク4丁
目、労働者数79名、業種:印刷業）へ、職場訪問を実施しました。県内企業の皆
様には、是非自社の取組の参考としてください。

フォトレポートの
内容はこちらです。

取組のポイント

① フレックスタイム制の導入
② 「残業がない仕組み」作り
③ 社長と若手職員による「労使協議会」の実施
④「仕事の見える化」推進

１. 複数の事業所に雇用される65歳以上の労働者であること
２. 2つの事業所（1つの事業所における1週間の所定労働時間が5時間以上20時間

未満）の労働時間を合計して、1週間の所定労働時間が20時間以上であること
３. 2つの事業所のそれぞれの雇用見込みが31日以上であること

詳しくはハローワークの雇用保険担当部門へお問い合わせください。

⑦ 局長がベストプラクティス企業を訪問しました (ヤマゼンコミュニケイションズ株式会社)


